
令和７年度 

大治町下水道事業会計予算書



議案第１２号 

令和７年度大治町下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和７年度大治町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）接 続 戸 数  ２，３６７戸 

（２）年 間 総 排 水 量 ６１６，３２０㎥ 

（３）一 日 平 均 排 水 量  １，６８９㎥ 

（４）主要な建設改良事業

１．管きょ整備工事 １４８，７５０千円 

２．日光川下流流域下水道事業建設負担金  １４，７８９千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 下水道事業収益 ３９８，００８千円 

 第１項  営 業 収 益  ９７，２８６千円 

 第２項  営業外収益 ３００，７２２千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ３６１，８４９千円 

 第１項  営 業 費 用 ３１７，８６１千円 

 第２項  営業外費用 ４３，９８８千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額１３０，１２０千円は、過年度消費税資本的収支調整額１４，５６

０千円、過年度損益勘定留保資金８７，５９２千円及び当年度消費税資本的収支調整額２

７，９６８千円で補てんするものとする。）。 

収   入 

 第１款 資 本 的 収 入               ４２０，４５５千円 

  第１項  企 業 債               ２５２，１００千円 

  第２項  負 担 金                ２０，３５１千円 

  第３項  国庫補助金               １１０，５３５千円 

  第４項  県費補助金                   ７００千円 

  第５項  他会計補助金                ３６，７６９千円 

支   出 

 第１款 資 本 的 支 出               ５５０，５７５千円 

  第１項  建設改良費               ４２０，７１２千円 

  第２項  企業債償還金               １２９，８６３千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 
（千円） 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道事業 237,400 

証書借入 

3.0%以内 

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について、利率の見

直しを行った後にお

いては、当該利率見

直し後の利率） 

融資先の条件によ

る。ただし、町財政

の都合により、据置

期間及び償還期間

を短縮し、又は繰上

償還若しくは、低利

に借換えすること

ができる。 
流域下水道事業 14,700 

計 252,100    
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

 （１）予定支出の各項の経費及び各項の間の経費 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

 （１）職員給与費                     ６５，０３９千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、  

１００，７４７千円である。 

 

  令和７年３月５日提出  

 

大治町長 村  上  昌  生 
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予 算 に 関 す る 説 明 書 



(単位：千円)

予定額

１．下水道事業収益 398,008

１．営 業 収 益 97,286

１．下 水 道 使 用 料 81,246

２．その他営業収益 16,040

２．営 業 外 収 益 300,722

１．他 会 計 負 担 金 138,555

２．他 会 計 補 助 金 63,978

３．消 費 税 及 び 16,951

地方消費税還付金

４．長期前受金戻入 81,236

５．国 庫 補 助 金 0

６．雑 収 益 2

(単位：千円)

予定額

１．下水道事業費用 361,849

１．営 業 費 用 317,861

１．管 き ょ 維 持 費 23,716

２．総 係 費 61,841

３．流 域 下 水 道 76,380

維持管理費負担金

４．減 価 償 却 費 155,924

２．営 業 外 費 用 43,988

１．支 払 利 息 43,988

 収　　入

 支　　出

款 項 目 備考

令令和和７７年年度度    大大治治町町下下水水道道事事業業会会計計予予算算実実施施計計画画

収収    益益    的的    収収    入入    及及    びび    支支    出出

款 項 目 備考
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(単位：千円)

予定額

１．資 本 的 収 入 420,455

１．企 業 債 252,100

１．企 業 債 252,100

２．負 担 金 20,351

１．受 益 者 負 担 金 4,653

２．他 会 計 負 担 金 15,698

３．国 庫 補 助 金 110,535

１．国 庫 補 助 金 110,535

４．県 費 補 助 金 700

１．県 費 補 助 金 700

５．他 会 計 補 助 金 36,769

１．一般会計補助金 36,769

(単位：千円)

予定額

１．資 本 的 支 出 550,575

１．建 設 改 良 費 420,712

１．公共下水道事業費 405,923

２．流 域 下 水 道 14,789

建 設 負 担 金

２．企 業 債 償 還 金 129,863

１．企 業 債 償 還 金 129,863

款 項 目 備考

款 項 目 備考

 支　　出

資資　　本本　　的的　　収収　　入入    及及    びび    支支    出出
 収　　入

-5-

- 5 -



（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 18,296

減価償却費 155,924

賞与引当金の増減額（減少は△） △ 2,723

長期前受金戻入額 △ 81,236

支払利息 43,988

未収金の増減額（増加は△） △ 1,964

その他流動資産の増減額（増加は△） △ 974

未払金の増減額（減少は△） 1,328

小計 132,639

利息の支払額 △ 43,988

業務活動によるキャッシュ・フロー 88,651

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 387,928

無形固定資産の取得による支出 △ 13,445

国庫補助金等による収入 101,123

受益者負担金の受入れによる収入 4,230

一般会計からの繰入金による収入 48,899

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 247,121

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 252,100

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 126,090

その他の企業債の償還による支出 △ 3,773

財務活動によるキャッシュ・フロー 122,237

４ 資金増加(減少)額 △ 36,233

５ 資金期首残高 325,473

６ 資金期末残高 289,240

令和７年度大治町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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１１　　総総括括

(注)（）内は短時間勤務職員を別掲

（１）会計年度任用職員以外の職員

比　 　較 0 780 530 1,118 90

前　年　度 898 3,671 3,063 5,547 90

（千円） （千円） （千円）

本　年　度 898 4,451 3,593 6,665 180

0

区　　分
管理職手当 期末手当 勤勉手当

賞与引当金
繰入額

児童手当

（千円） （千円）

比　 　較 △ 42 582 0 302 0

10

前　年　度 78 1,498 1,002 721 771 10

本　年　度 36 2,080 1,002 1,023 771

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

2,116 10,270

職　員
手当等の
内　訳

区　　分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

時間外勤務
手当

休日勤務
手当

10,134 51,451

比　較 1 4,794 3,360 8,154

12,250 61,721

前年度 7 23,968 17,349 41,317

（千円） （千円）

本年度 8 28,762 20,709 49,471

計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬 給　料 手 当 等

給給  与与  費費  明明  細細  書書

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬 給　料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 8 (1) 2,074 28,762 21,449 52,285 12,754 65,039

前年度 7 (1) 1,846 23,968 17,949 43,763 10,591 54,354

比　較 1 (0) 228 4,794 3,500 8,522 2,163 10,685

職　員
手当等の
内　訳

区　　分

比　 　較

前　年　度

本　年　度

区　　分

比　 　較

前　年　度

本　年　度
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（２）会計年度任用職員

２２　　給給料料及及びび職職員員手手当当等等のの増増減減額額のの明明細細

その他の
増 減 分

3,763 人事異動に伴う増額

職　員
手当等

3,500

制度改正に
伴う増減分

652
・地域手当の増加
・期末手当及び勤勉手当の
増額

地域手当:Ｒ6：6％ 　Ｒ7：7％
期末手当:支給割合の増加

　Ｒ6：2.45月 　Ｒ7：2.5月
勤勉手当:支給割合の増加

　Ｒ6：2.05月 　Ｒ7：2.1月

その他の
増 減 分

2,848 人事異動に伴う増額

給　料 4,794

給与改定に
伴う増減分

716

　給与改定の状況
　給与改定率　3.07％

前年度
　給与改定実施時期 R6.12

昇給に伴う
増  加  分

315 平均昇給率　　1.31%

区分
増 減 額 増減事由別内訳

説　明 備　考
（千円） （千円）

（ ）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職
を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員を別掲

比　 　較 75 65

前　年　度 327 273

本　年　度 402 338

（千円） （千円）

47 415

職　員
手当の
内　訳

区　　分
期末手当

（会計年度）
勤勉手当

（会計年度）

457 2,903

比　較 (0) 228 0 140 368

504 3,318

前年度 (1) 1,846 0 600 2,446

（千円） （千円）

本年度 (1) 2,074 0 740 2,814

手 当 等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　分

職　員　数 給　与　費
法定福利費 合　計

一　般　職 報　酬 給　料
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３３　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の基準となる職務）

７級

基準となる職務
定型的な

業務を行う
職務

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う

職務

主任の職務
係長又は

主査の職務

課長補佐、所
長補佐又は

室長補佐の職
務

会計管理者、
課長、局長、
館長、所長、

室長又は
主幹の職務

部長、次長又
は監の職務

計 7 100.0

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

２級 1 14.3

１級 2 28.6

４級

３級 2 28.6
令和６年１月１日現在

７級 1 14.3

６級

５級 1 14.3

１級 0.0

計 7 100.0

３級 5 71.4

２級

５級 1 14.3

４級

区分
一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和７年１月１日現在

７級 1 14.3

６級

高　校　卒 188,000 188,000

大　学　卒 220,000 220,000

平均年齢（歳） 36.0

区分 一般行政職（円）
国の制度

一般行政職（円）

平均年齢（歳） 44.5

令和６年１月１日現在

平均給料月額（円） 282,543

平均給与月額（円） 334,962

区分 一般行政職 備考

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円） 333,667

平均給与月額（円） 397,922
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（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

（ ）内は、再任用職員の標準的な支給率

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）地域手当

（％）

（人）

（％）

（８）その他の手当

区　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

備     考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（1年につき3％加算）

区　　分
２０年勤続
の者(月分)

２５年勤続
の者(月分)

３５年勤続
の者(月分)

最高限度
(月分)

その他の加算措置等

国の制度 2.3（1.2） 2.3（1.2） 4.6（2.4） 有

有

前　年　度 2.25（1.175） 2.25（1.175） 4.5（2.35） 有

１２月（月分） （月分）

本　年　度 2.3（1.2） 2.3（1.2） 4.6（2.4）

 ８号給（人）

比　　率（Ｂ）／（Ａ）（％） 57.1

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計   職務上の段階，職務の

  級等による加算措置
備     考

６月（月分）

 ３号給（人）

 ４号給（人） 3

 ６号給（人） 1

前
　
年
　
度

職　　 員 　　数（Ａ）（人） 7

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 4

号給数別内訳

 １号給（人）

 ２号給（人）

 ６号給（人）

 ８号給（人）

比　　率（Ｂ）／（Ａ）（％） 62.5

 ２号給（人）

 ３号給（人） 1

 ４号給（人） 4

区分 一般行政職

本
　
年
　
度

職　　 員 　　数（Ａ）（人） 8

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 5

号給数別内訳

 １号給（人）

支 給 対 象 地 域 全域（東京都特別区内を除く） 東京都特別区内

支 給 率 7 20

支 給 対 象 職 員 数 8

国の制度（支給率
等 ）

7 20

-10-
- 10 -



１　固　定　資　産

 (1)　有形固定資産

　　イ  構　  築　　物　　 6,182,988

　　　  減価償却累計額 △ 687,262 5,495,726

　　　  有形固定資産合計 5,495,726

 (2)　無形固定資産

　　イ  施 設 利 用 権　　 765,475

　　　  無形固定資産合計 765,475

 (3)　投資その他の資産

　　イ  出資金 150

　 　　 投資その他の資産合計 150

　　　  固定資産合計 6,261,351

２　流　動　資　産

 (1)　現　金　預　金 289,240

 (2)　未　　収　　金 18,642

　　　貸 倒 引 当 金 △ 44 18,598

 (3)　未収消費税等 16,951

　　　　流動資産合計 324,789

　　　　資　産　合　計 6,586,140

（単位：千円）

令和７年度 大治町下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　産　の　部
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３　固　定　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 3,684,945

　　ロ　その他の企業債 4,099

　　　　企業債合計 3,689,044

　　　　固定負債合計 3,689,044

４　流　動　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 138,824

　　ロ　その他の企業債 3,775

　　　　企業債合計 142,599

 (2)　未払金 125,198

 (3)　賞与引当金 6,665

　　　　流動負債合計 274,462

５　繰　延　収　益

 (1)　長期前受金

　　イ　受贈財産評価額　 50,511

　　 　 収益化累計額 △ 6,333 44,178

　　ロ　受益者負担金 89,490

　　 　 収益化累計額 △ 9,636 79,854

　　ハ　国庫補助金 1,998,866

　　 　 収益化累計額 △ 229,175 1,769,691

　　ニ　県費補助金 9,730

　　 　 収益化累計額 △ 1,191 8,539

　　ホ　一般会計負担金 79,536

　　 　 収益化累計額 △ 11,876 67,660

　　ヘ　一般会計補助金 725,771

　　 　 収益化累計額 △ 240,354 485,417

　　　　繰延収益合計 2,455,339

　　　　負　債　合　計 6,418,845

負　債　の　部
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６　資　本　金

 (1)　資　本　金 140,000

７　剰　余　金

 (1)　利 益 剰 余 金

　　イ　当年度未処分利益剰余金 27,295
　　　　利益剰余金合計 27,295

　　　　剰余金合計 27,295

　　　　資　本　合　計 167,295

　　　　負 債 資 本 合 計 6,586,140

資　本　の　部

-13-
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注記 

１．重要な会計方針 

（１）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      構築物        15～50 年 

   イ 無形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      施設利用権      45 年 

（２）引当金の計上方法 

   ア 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

   イ 退職給付引当金 

     職員の退職手当は、愛知県市町村職員退職手当組合の負担金を除き、一般会計がその全部を負担

することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

   ウ 賞与引当金 

     職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末

における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

   ア 消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも

のも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、３，８３１，６４３千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

 下水道事業のみを運営しており、単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４．その他 

（１）引当金の目的使用による取崩し 

   ア 貸倒引当金 

     令和７年度において、債権の不納欠損による損失を補填するために取り崩すことが見込まれる貸 

倒引当金の額は３３千円である。 

   イ 賞与引当金 

     令和７年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給にかかる法定福利費を支 

出するために取崩すことが見込まれる賞与引当金の額は８，０１５千円である。 

-14-
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（単位：千円）

１ 営業収益

（１）　下水道収益 68,466

（２）　その他営業収益 210 68,676

２ 営業費用

（１）　管きょ維持費 17,052

（２）　総係費 71,827

（３）　流域下水道維持管理費負担金 66,620

（４）　減価償却費 154,436 309,935

営業損失 241,259

３ 営業外収益

（１）　他会計負担金 136,932

（２）　他会計補助金 56,705

（３）　長期前受金戻入 81,597

（４）　国庫補助金 4,600

（５）　雑収益 2 279,836

４ 営業外費用

（１）　支払利息 42,437

（２）　その他雑支出 1,034 43,471 236,365

　 経常損失 4,894

当年度純損失 4,894

前年度繰越利益余剰金 13,893

当年度未処分利益剰余金 8,999

令和６年度大治町下水道事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

-15-
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１　固　定　資　産

 (1)　有形固定資産

　　イ  構　  築　　物　　 5,807,687

　　　  減価償却累計額 △ 557,731 5,249,956

　　　  有形固定資産合計 5,249,956

 (2)　無形固定資産

　　イ  施 設 利 用 権　　 778,423

　　　  無形固定資産合計 778,423

 (3)　投資その他の資産

　　イ  出資金 150

　 　　 投資その他の資産合計 150

　　　  固定資産合計 6,028,529

２　流　動　資　産

 (1)　現　金　預　金 325,473

 (2)　未　　収　　金 16,678

　　　貸 倒 引 当 金 △ 44 16,634

 (3)　未収消費税等 15,977

　　　　流動資産合計 358,084

　　　　資　産　合　計 6,386,613

令和６年度 大治町下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

（単位：千円）

資　産　の　部
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３　固　定　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 3,571,670

　　ロ　その他の企業債 7,875

　　　　企業債合計 3,579,545

　　　　固定負債合計 3,579,545

４　流　動　負　債

 (1)　企　業　債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債 126,089

　　ロ　その他の企業債 3,772

　　　　企業債合計 129,861

 (2)　未払金 137,870

 (3)　賞与引当金 8,015

　　　　流動負債合計 275,746

５　繰　延　収　益

 (1)　長期前受金

　　イ　受贈財産評価額　 50,511

　　 　 収益化累計額 △ 5,203 45,308

　　ロ　受益者負担金 85,260

　　 　 収益化累計額 △ 7,741 77,519

　　ハ　国庫補助金 1,898,380

　　 　 収益化累計額 △ 186,341 1,712,039

　　ニ　県費補助金 9,093

　　 　 収益化累計額 △ 994 8,099

　　ホ　一般会計負担金 65,265

　　 　 収益化累計額 △ 11,869 53,396

　　ヘ　一般会計補助金 691,143

　　 　 収益化累計額 △ 205,181 485,962

　　　　繰延収益合計 2,382,323

　　　　負　債　合　計 6,237,614

負　債　の　部
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６　資　本　金

 (1)　資　本　金 140,000

７　剰　余　金

 (1)　利 益 剰 余 金

　　イ　当年度未処理利益剰余金 8,999
　　　　利益剰余金合計 8,999

　　　　剰余金合計 8,999

　　　　資　本　合　計 148,999

　　　　負 債 資 本 合 計 6,386,613

資　本　の　部
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注記 

１．重要な会計方針 

（１）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      構築物        15～50 年 

   イ 無形固定資産 

     減価償却の方法     定額法による 

     主な耐用年数 

      施設利用権      45 年 

（２）引当金の計上方法 

   ア 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

   イ 退職給付引当金 

     職員の退職手当は、愛知県市町村職員退職手当組合の負担金を除き、一般会計がその全部を負担

することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

   ウ 賞与引当金 

     職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末

における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

   ア 消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも

のも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、３，７０９，４０６千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

 下水道事業のみを運営しており、単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

４．その他 

（１）引当金の目的使用による取崩し 

   ア 貸倒引当金 

     令和６年度において、債権の不納欠損による損失を補填するために取り崩すことが見込まれる貸 

倒引当金の額は計上していない。 

   イ 賞与引当金 

     令和６年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給にかかる法定福利費を支 

出するために取崩すことが見込まれる賞与引当金の額は３，８０４千円である。 
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大治町下水道事業会計予算実施計画明細書 



本年度 前年度

予定額 予定額

1 下水道事業収益 398,008 354,860 43,148

1 営業収益 97,286 67,422 29,864

1 下水道使用料 81,246 67,212 14,034

2 その他営業収益 16,040 210 15,830

2 営業外収益 300,722 287,438 13,284

1 他会計負担金 138,555 136,932 1,623

2 他会計補助金 63,978 46,036 17,942

3 消費税及び 16,951 17,971 △ 1,020

地方消費税

還付金

4 長期前受金戻入 81,236 81,597 △ 361

5 国庫補助金 0 4,900 △ 4,900

6 雑収益 2 2 0

令和７年度大治町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出
収　　　　　入

款 項 目 比　較

-20-
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（単位：千円）

金　　　額

下水道使用料 81,246

手数料 180 指定工事店指定申請手数料

負担金 15,860 下水管内調査共同発注業務負担金

一般会計負担金 138,555 一般会計繰入金

一般会計補助金 63,978 一般会計繰入金

消費税及び 16,951

地方消費税

還付金

受贈財産評価額戻入 1,130

受益者負担金戻入 1,895

国庫補助金戻入 42,834

県費補助金戻入 197

他会計補助金戻入 12,618

22,555

他会計負担金戻入 7

国庫補助金 0

延滞金 1

その他雑収益 1

節
説　　明

区　　　分

一般会計繰入金償
還元金分
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本年度 前年度

予定額 予定額

1 下水道事業費用 361,849 343,224 18,625

1 営業費用 317,861 300,787 17,074

1 管きょ維持費 23,716 19,355 4,361

2 総係費 61,841 62,768 △ 927

支　　　　　出

款 項 目 比　較

-22-
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（単位：千円）

金　　　額

委託料 22,516 下水道台帳修正業務委託料 5,511

水質調査業務委託料 398

下水道施設維持管理業務委託料 253

下水道処理委託料 64

下水管内調査委託料 16,290

工事請負費 1,200 下水道維持修繕工事

給料 22,710 一般職（6人）

手当等 11,586 管理職手当 898

扶養手当 36

住居手当 330

通勤手当 852

時間外勤務手当 463

休日勤務手当 6

期末手当 3,556

勤勉手当 2,869

地域手当 1,656

児童手当 180

期末手当（会計年度任用職員） 402

勤勉手当（会計年度任用職員） 338

賞与引当金繰入額 5,292

法定福利費 10,155 共済組合負担金 6,241

退職手当組合負担金 3,410

共済負担金（会計年度任用職員） 185

社会保険料（会計年度任用職員） 290

雇用保険料（会計年度任用職員） 29

報酬 2,074 事務員報酬（会計年度任用職員）

旅費 65 費用弁償（会計年度任用職員） 51

普通旅費 10

特別旅費 4

備消品費 92 消耗品費

印刷製本費 99

委託料 2,218 アドバイザリー業務委託料

手数料 21 振替払込手数料 1

振込組戻手数料 6

振込手数料 14

節
説　　明

区　　　分
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本年度 前年度

予定額 予定額
款 項 目 比　較

3 流域下水道 76,380 64,228 12,152

維持管理費

負担金

4 減価償却費 155,924 154,436 1,488

2 営業外費用 43,988 42,437 1,551

1 支払利息 43,988 42,437 1,551

-24-
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（単位：千円）

金　　　額

節
説　　明

区　　　分

使用料及び賃借料 1,941 公営企業会計システム使用料 1,873

有料道路通行料等 7

インターネットバンキング利用料 61

修繕費 52

燃料費 1

通信運搬費 11 郵便料

負担金 5,355 日光川下流流域下水道推進協議会会費 30

日本下水道協会負担金 71

全国町村下水道推進協議会愛知県支部会費 24

下水道実務研修費負担金 54

下水道使用料徴収事務費負担金 5,176

保険料 17 下水道賠償責任保険料

貸倒引当金繰入額 33

補助金 119 水洗便所改造資金利子補給金 19

浄化槽雨水貯留施設転用費補助金 100

流域下水道 76,380 日光川下流流域下水道維持管理費負担金 65,762

維持管理費 日光川下流流域下水道資本費負担金 10,618

負担金

構築物減価償却費 129,531

無形固定資産 26,393

減価償却費

企業債利息 43,988 財務省財政融資資金 31,259

地方公営企業等金融機構 6,791

簡易生命保険資金 699

市中銀行等 920

前年度借入分 4,319
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本年度 前年度

予定額 予定額

1 資本的収入 420,455 412,853 7,602

1 企業債 252,100 264,940 △ 12,840

1 企業債 252,100 264,940 △ 12,840

2 負担金 20,351 20,808 △ 457

1 受益者負担金 4,653 5,721 △ 1,068

2 他会計負担金 15,698 15,087 611

3 国庫補助金 110,535 108,760 1,775

1 国庫補助金 110,535 108,760 1,775

4 県費補助金 700 1,400 △ 700

1 県費補助金 700 1,400 △ 700

5 他会計補助金 36,769 16,945 19,824

1 一般会計補助金 36,769 16,945 19,824

資本的収入及び支出
収　　　　　入

款 項 目 比　較
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（単位：千円）

金　　　額

企業債 252,100 公共下水道事業債 237,400

流域下水道事業債 14,700

受益者負担金 4,653

一般会計負担金 15,698 一般会計繰入金

国庫補助金 110,535 社会資本整備総合交付金

県費補助金 700

一般会計補助金 36,769 一般会計繰入金

節
説　　明

区　　　分
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本年度 前年度

予定額 予定額

1 資本的支出 550,575 517,564 33,011

1 建設改良費 420,712 397,844 22,868

1 公共下水道 405,923 386,098 19,825

事業費

2 流域下水道 14,789 11,746 3,043

建設負担金

2 企業債償還金 129,863 119,720 10,143

1 企業債償還金 129,863 119,720 10,143

支　　　　　出

款 項 目 比　較
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（単位：千円）

金　　　額

給料 6,052 一般職（2人）

手当等 3,198 住居手当 672

通勤手当 171

時間外勤務手当 308

休日勤務手当 4

期末手当 895

勤勉手当 724

地域手当 424

1,373

法定福利費 2,599 共済組合負担金 1,689

退職手当組合負担金 910

委託料 116,214 公共下水道実施詳細設計業務等委託料 46,600

下水道事業計画変更認可図書作成業務委託料 20,504

事業損失補償調査費 800

ストックマネジメント計画策定業務委託料 24,310

発注者支援業務委託料 24,000

修繕費 486

補償及び賠償金 56,001 物件移設補償費 56,000

事業損失補償費 1

工事請負費 220,000 公共下水道工事費

【内訳】

　管きょ整備工事 148,750

　舗装復旧工事 39,424

　取付管設置工事等 31,826

負担金 14,789 日光川下流流域下水道事業建設負担金

建設改良目的 126,090 財務省財政融資資金 91,575

企業債償還元金 地方公営企業等金融機構 29,141

簡易生命保険資金 3,305

市中銀行等 2,069

その他の企業債 3,773 市中銀行等 3,773

償還元金

説　　明
区　　　分

賞与引当金繰入額

節

-29-

- 29 -


